
平 成 27 年 度

安曇野市財政部財政課

地方財政状況調査等による

決　　 算 　　概　 　要



１　地方財政状況調査（決算統計）

２　地方財政状況調査対象会計の状況

単位：千円　　

歳入決算額 歳出決算額 収 支 歳入決算額 歳出決算額 収 支

一 般 会 計 42,075,162 41,286,375 788,787
普通会計内の繰出・繰入
（918）を控除

同和地区住宅新
築資金貸付事業
特 別 会 計

943 943 0
後期高齢者医療広域連合
で経理する職員人件費分
（7,661）を控除

国 民 健 康 保 険
特 別 会 計

12,520,906 12,126,436 394,470 同 左 12,632,561 12,238,091 394,470
国民健康保険事業に対応
する人件費（111,655）を
追加

後期高齢者医療
特 別 会 計

997,811 981,809 16,002 同 左 1,019,721 1,003,719 16,002

後期高齢者医療事業に対
応する人件費（51,498）
を追加
後期高齢者医療広域連合
で経理する事務費分
（29,588）を控除

保険事業
勘 定 8,561,259 8,521,087 40,172

介護保険事業に対応する
人件費（108,200）を追加

介護ｻｰﾋﾞ
ｽ 事 業勘

定
21,661 21,661 0 介護ｻｰﾋﾞｽ分を分離

上川手山林財産
区 特 別 会 計

4,051 3,468 583

北の沢山林財産
区 特 別 会 計

868 280 588

有明山山林財産
区 特 別 会 計

1,324 777 547

富士尾沢山林財
産 区 特 別 会 計

1,620 1,041 579

穂高山林財産区
特 別 会 計

1,438 847 591

9,301 6,413 2,888

介 護 保 険
特 別 会 計

8,474,720 8,434,548 40,172

公
営
事
業
会
計

財
産
区

　地方財政状況調査とは、地方自治法第252条の17の５に基づいて行われる調査で、地方財政法第30
条の２の規定により、国会に報告されるとともに公表されます。
　地方財政状況調査は、当該年度の決算に基づいて行われますが、地方公共団体には多種な会計が存
在していることから、「普通会計」と「公営事業会計」の２つに分けて調査することとされていま
す。
　なお、地方公共団体の間の画一性をとるため、統計的な要素を加味しながら調査するため、各会計
毎の実決算額と地方財政状況調査における決算額には差異があるとともに、目的別、性質別経費の計
上方法にも違いがあります。これは、全国統一の方法により、集計を行うことにより、全国的に地方
公共団体間の比較分析を行うためです。
　また、公営事業会計のうちの公営企業会計については、別に調査されています。安曇野市において
は、下水道事業、農業集落排水事業、産業団地造成事業特別会計、水道事業、観光宿泊施設特別会計
が該当します。
　ここでは、地方財政状況調査対象のうち、普通会計を中心にその概要を説明します。

41,278,739 788,78742,067,526

実決算額 摘　　　　　要
（実決算額と違いが

生じる要素）

地方財政状況調査の決算額

普
通
会
計

会計
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３　地方財政状況調査等による普通会計の決算状況

歳入決算額 （単位：千円）

地 方 税 譲 与 税 等 地方交付税
分 担 ・ 負 担
使用・手数料

国県支出金
交安交付金

市 債 諸 収 入 等 合 計

平成27年度 11,712,855 2,632,460 11,360,019 1,166,052 5,897,129 4,520,900 4,778,111 42,067,526

平成26年度 12,070,113 1,845,067 11,186,858 1,190,368 5,657,068 8,022,600 3,615,498 43,587,572

比　　較 △ 357,258 787,393 173,161 △ 24,316 240,061 △ 3,501,700 1,162,613 △ 1,520,046

歳入款名 増　減 　　　　主　な　増　減　内　容（増　減　額）

地 方 税 △ 357,258

譲 与 税 等 787,393

地方交付税 173,161

国県支出金 240,061

市 債 △ 3,501,700

　平成27年度普通会計歳入決算額は、前年度対比3.5％減の420億6,700万円、歳出決算額は前年度対
比2.6％減の412億7,900万円で、形式収支は7億8,800万円となりました。翌年度に繰り越すべき財源
1億1,200万円を除いた実質収支は、6億7,600万円の黒字となりました。

地方消費喚起・生活支援型交付金：1億4,300万円（商業振興事業：1億2,700万円・
受入態勢整備事業：1,600万円）
地方創生先行型交付金：6,900万円（まち・ひと・しごと総合戦略：1,000万円・子
育て応援手当：4,100万円 他）

庁舎建設に伴う旧合併特例事業債（△19億5,200万円）
防災行政無線整備事業に伴う旧合併特例事業債（△3億3,500万円）
体育施設整備事業に伴う旧合併特例事業債（△9億4,200万円）
一般会計出資債（上水道分）に伴う旧合併特例事業債（△2億9,600万円）

※譲与税等は地方譲与税、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、利子割交付金等を合算した額。
　諸収入等は財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入を合算したもの。

【歳入】
　個人市民税については、納税義務者の減少により1,500万円の減額、法人市民税については電子部
品デバイス製造業、自動車関連製造業の落ち込みと税率変更により2億9,700万円の減額となりまし
た。
　消費税率の改定により地方消費税交付金については、7億3,400万円の増額となりました。
　地方交付税については、1億7,300万円の増額となりました。
　使用料及び手数料については、第３子の保育料無料化事業などに伴い2,400万円の減少になりまし
た。
　国県支出金については、地域住民生活等緊急支援のための交付金（地域消費喚起・生活支援型、
地方創生先行型）事業の繰越明許費などにより2億4,000万円の増加となりました。
　地方債については、庁舎建設に伴う旧合併特例事業債19億5,200万円、防災行政無線整備事業債3
億3,500万円など、旧合併特例事業債の減額により35億100万円の減額となりました。
　諸収入等については、ふるさと寄附7億4,600万円の増加などにより11億6,200万円の増加となりま
した。

個人市民税（△1,500万円）、法人市民税(△2億9,700万円)、純固定資産税
（△7,000万円）

地方消費税交付金（7億3,400万円）、地方譲与税（2,100万円）、自動車取得税交
付金（4,100万円）

【普通交付税】
　基準財政収入額：主な費目
 　                 地方消費税交付金の増額（4億7,300万円）
　　　　　　　　　　株式等譲渡所得割交付金の増額（1,200万円）
　                  臨時財政対策債発行可能額（△1億8,900万円）
  基準財政需要額：主な費目
　　　　　　　　　　人口減少等特別対策事業費の創設（2億3,700万円）
　　　　　　　　　　地域の元気創造事業費の増額（2,400万円）
                    公債費（1億7,900万円）
【特別交付税】　（△8,200万円）
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歳入決算の構成状況

11,713 27.84% 12,070 28.33% 
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市債 

地方交付税 

譲与税等 

国県支出金等 

諸収入等 

繰入繰越金 

分担負担・使用料・手数料 

地方税 

Ｈ27 合計42,067百万円 Ｈ26 合計43,587百万円 

（単位：百万円） 
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歳出決算額（目的別） （単位：千円）

款 平成27年度 平成26年度 比 較

議 会 費 295,908 275,335 20,573

総 務 費 6,546,662 7,730,917 △ 1,184,255
本庁舎建設本体工
事
 △27億6,900万円

庁舎備品
　△2億8,000万円

ふるさと寄附金基
金積立金
 6億2,100万円

穂高・三郷・堀金
支所等整備事業
　12億6,600万円

民 生 費 11,882,699 11,989,848 △ 107,149
臨時福祉給付金
 △9,500万円

保育園建設事業
　△4億3,200万円

認定子ども園整備
補助金
　1億2,500万円

国民健康保険事業
繰出金
　1億3,800万円

衛 生 費 2,469,691 2,726,100 △ 256,409

労 働 費 77,889 84,608 △ 6,719
商工総務費
　△700万円

農林水産業費 2,527,698 2,383,150 144,548
降雪災害復旧補助
金
　△1億6,400万円

強い農業づくり交
付金
　△1億8,800万円

国営中信平第2期
事業負担金
　2億5,500万円

多面的活動支援補
助金
1億5,200万円

商 工 費 2,244,704 1,599,150 645,554
しゃくなげの湯整
備事業
　2億2,300万円

安曇野市山岳環境
整備基金積立金
  1億1,900万円

土 木 費 4,979,127 4,450,768 528,359
下水道特別会計繰
出金
　2億6,000万円

社会資本整備道路
改良事業等
　1億500万円

消 防 費 1,357,523 1,972,572 △ 615,049
デジタル同報系防
災行政無線整備工
事 △4億100万円

防災広場整備工事
　△3億4,500万円

教 育 費 4,459,715 4,715,628 △ 255,913
穂高会館耐震補強
工事
　△9億2,700万円

穂高幼稚園大規模
改造
　1億5,300万円

穂高南小学校プー
ル改築事業
  1億5,400万円

豊科公民館改修事
業
　3億4,200万円

災 害 復 旧 費 0 0 0

公 債 費 4,437,123 4,447,924 △ 10,801

合　　計 41,278,739 42,376,000 △ 1,097,261

商業振興事業（地域消費喚起・生活
支援型）
　1億2,600万円

主 な 増 減 内 容 （ 増 減 額 ）

【歳出】
　総務費については、ふるさと寄附記念品、ふるさと寄附金基金積立金などで10億1,300万円の増
額、また、穂高・三郷・堀金支所等整備事業12億6,600万円の増額に対し、本庁舎建設本体工事27億
6,900万円の減額などにより11億8,400万円の減額になりました。
　民生費については、児童館整備事業等1億1,200万円、認定子ども園整備補助金1億2,500万円、国民
健康保険事業への繰出金1億3,800万円の増額などに対し、保育園建設事業4億3,200万円、臨時福祉給
付金9,500万円、子育て世帯臨時特例給付金7,900万円の減額などにより1億700万円の減額になりまし
た。
　衛生費については、安曇野市水道事業第1次拡張事業出資金2億200万円の減額などにより2億5,600
万円の減額になりました。
　農林水産業費については、降雪災害復旧補助金1億6,400万円、強い農業づくり交付金1億8,800万円
の減額などに対し、国営中信平第2期事業負担金2億5,500万円、多面的活動支援補助金1億5,200万円
などの増額により1億4,400万円の増額になりました。
　商工費については、しゃくなげの湯整備事業2億2,300万円、安曇野市山岳環境整備基金積立金1億
1,900万円の増額などにより、6億4,500万円の増額になりました。
　土木費については、下水道特別会計繰出金2億6,000万円の増額などにより、5億2,800万円の増額に
なりました。
　消防費については、デジタル同報系防災行政無線整備工事4億100万円、防災広場整備工事3億4,500
万円の減額などにより、6億1,500万円の減額になりました。
　教育費については、豊科公民館改修事業3億4,200万円、穂高幼稚園大規模改造1億5,300万円の増額
に対して、穂高会館耐震補強工事9億2,700万円の減額により2億5,500万円の減額になりました。

安曇野市水道事業第1次拡張事業出資
金　△2億200万円

安曇野松筑広域環境施設組合負担金
　△4,300万円

議会映像配信ASPシステム使用料
  120万円
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　　※百万円未満四捨五入により合計額は一致しません。
　　※構成比については、四捨五入により100％とならない場合があります。
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（単位：百万円） 

Ｈ27 合計41,278百万円 Ｈ26 合計42,376百万円 
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歳出決算額（性質別）
（単位：千円）

区 分 平成27年度 平成26年度 比 較

人 件 費 5,471,214 5,430,569 40,645

扶 助 費 5,677,263 5,824,870 △ 147,607
臨時福祉給付金
 △9,500万円

生活保護扶助費
　△1億700万円

障がい者介護
給付費
　4,400万円

公 債 費 4,437,123 4,447,924 △ 10,801

物 件 費 6,008,990 6,300,912 △ 291,922
庁舎備品
△2億8,000万円

電算システム保
守・更新業務
　△5,900万円

松くい虫被害対
策費(伐倒処理)
　△7,500万円

障がい児指導講
師賃金
　1,100万円

庁舎総合管理業
務
　7,800万円

維持補修費 123,639 167,180 △ 43,541
防犯灯維持補修

 △200万円
道路維持補修
　△1,500万円

河川維持補修
　△700万円

穂高公民館防
火シャッター
修理
　△350万円

補 助 費 等 4,734,444 3,761,851 972,593
降雪災害復旧補
助金
△1億6,400万円

ふるさと寄附記
念品
　3億9,200万円

認定子ども園整
備補助金
 1億2,500万円

多面的活動支援
補助金
 1億5,200万円

繰 出 金 5,536,665 5,119,667 416,998
国民健康保険事
業繰出金
　1億3,800万円

下水道特別会
計繰出金
　2億6,000万
円

積立出資金
等

2,352,226 1,951,496 400,730

投資的経費 6,937,175 9,371,531 △ 2,434,356
本庁舎建設本体
工事
△27億6,900万円

保育園建設事業
△4億3,200万円

穂高会館耐震補
強工事
△9億2,700万円

デジタル同報系
防災行政無線整
備工事
 △4億100万円

穂高幼稚園大規
模改造
　1億5,300万円

穂高南小学校
プール改築事業
  1億5,400万円

豊科公民館改修
事業
　3億4,200万円

穂高・三郷・堀
金支所等整備事
業
 12億6,600万円

歳 出 合 計 41,278,739 42,376,000 △ 1,097,261

※百万円未満四捨五入により合計額は一致しません。

中央監視制御整備事業出資金
 △9,300万円

安曇野市山岳環境整備基金積
立金
 1億1,900万円

ふるさと寄附金基金積立金
 6億2,100万円

主 な 増 減 内 容 （ 増 減 額 ）

商業振興事業（地域消費喚起・生
活支援型）
　1億2,600万円

農村漁村活性化プロジェクト交付
金
　8,300万円

安曇野市水道事業第1次拡張事
業出資金
　△2億200万円
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（単位：百万円） 

Ｈ27 合計41,278百万円 Ｈ26 合計42,376百万円 
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４　普通会計決算額等の推移状況

　　歳入の推移

0  
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23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

11,747  
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8,023  4,521  
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7,852  
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その他 

市債 

国県補助金 

地方交付税 

地方税 
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　　目的別歳出内訳（普通会計）
　　目的別歳出の推移

　　公債費の財源分析
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10,895  10,986  
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267  
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（単位：百万円） 
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　　性質別歳出の推移
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　　○職員給と職員数の推移

　　　統計分類で人件費として区分した額のうち、職員の推移状況
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　○投資的経費（普通建設事業費・補助単独、災害復旧費）の推移

　

223 270 158 214 
522 

30 24 30 0 0 
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　○地方債残高の推移（公営企業を含む）
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【参考】　旧合併特例事業債等の発行内訳
（単位：百万円）

平成17年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

臨時財政対策債 1,277.6 臨時財政対策債 400.0 臨時財政対策債 1,000 臨時財政対策債 1,554

旧合併特例事業債　計 4.4 旧合併特例事業債　計3,177.0 旧合併特例事業債　計1,685.8 旧合併特例事業債　計 2,006.1

中部・南部給食ｾﾝﾀｰ 4.4 中部・南部給食ｾﾝﾀｰ 964.3 穂高交流学習ｾﾝﾀｰ 348.2 穂高交流学習ｾﾝﾀｰ 66.0

平成18年度 穂高交流学習ｾﾝﾀｰ 463.8 有明保育園 576.4 豊科交流学習ｾﾝﾀｰ 69.5

臨時財政対策債 1,177.7 三郷児童館 202.5 安曇野赤十字病院建設補助 459.5 有明保育園 118.7

合併特例債　計 1,772.6 豊岳荘建設補助 171.0 堀金保育園 301.7 安曇野赤十字病院建設補助 1,641.3

中部・南部給食ｾﾝﾀｰ 376.1 有明保育園 149.9 防災行政無線 38.3

豊岳荘建設補助 171.0 地域振興基金 1,225.5 龍門渕公園 72.3

地域振興基金 1,225.5

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

臨時財政対策債 2647.0 臨時財政対策債 1968.6 臨時財政対策債 1620.0 臨時財政対策債 1500.0

合併特例債　計 2,027.1 合併特例債　計 2,673.5 合併特例債　計 2,455.1 合併特例債　計 3,000.2

堀金児童館 45.1 新本庁舎 871.0 新本庁舎 1,610.1
体育施設
（高家、県民、穂高
会館）

682.8

豊科交流学習ｾﾝﾀｰ 321.2 明科総合支所 241.9 明科総合支所 217.8 庁舎建設 1,253.8

豊科南部保育園 58.9 北穂高保育園 100.6 防災広場 3.7 保育所 179.2

安曇野赤十字病院建設補助 1,188.4 防災行政無線 183.5 三郷南部保育園 130.7 防災行政無線 32.2

防災行政無線 139.3 北部給食センター 706.5 北穂高保育園 88.4 上水道出資 383.2

北部給食ｾﾝﾀｰ 274.2 地域振興基金 570.0 市道新設改良事業 57.8 豊科交流学習センター 141.6

豊科交流学習センター 71.2 温浴施設 113.5

県民グランド 91.1 市道新設改良 213.9

穂高会館 24.9

南部グランド 159.4

平成26年度 平成27年度

臨時財政対策債 1700.0 臨時財政対策債 1600.0

合併特例債　計 5,780.2 合併特例債　計 2,303.5

庁舎建設事業（本庁舎） 2,714.9 庁舎建設事業（穂高支所） 250.8

庁舎建設事業（穂高支所） 11.2 庁舎建設事業（三郷支所） 494.1

防災行政無線 385.7 庁舎建設事業（堀金支所） 353.9

防災広場 324.8 三郷北部保育園 15.9

市道新設改良 265.1 温浴施設（しゃくなげの湯） 168.4

穂高会館 865.3 市道新設改良 181.9

豊科公民館 365.0 防災行政無線 50.2

南部多目的広場 189.6 豊科公民館 694.9
温浴施設（しゃくなげの湯） 17.4 三郷交流学習センター 2.7
保育園（ｱﾙﾌﾟｽ、三郷南部） 253.7 水道事業出資金 90.7

水道事業出資金 387.5
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　○基金の現在高の推移

4,794  4,905  4,952  5,114  5,147 

2,577  

1,902  

2,118  
2,072  2,082 

8,328  
8,104  

8,585  

8,091  8,257 

2,172  
1,943  1,839  

1,602  

1,109 

17,871  

16,854  

17,494  

16,879  
16,595 

15,699  

14,911  

15,655  15,277  15,486 

2,000  

4,000  

6,000  

8,000  

10,000  

12,000  

14,000  

16,000  

18,000  

-1,000  

1,000  

3,000  

5,000  

7,000  

9,000  

11,000  

13,000  

H23 H24 H25 H26 H27 

百万円 

基金の現在高 

財政調整基金 減債基金 その他 

特別会計分基金 合計（特会分含む） 合計（一般会計分） 

- 14 -



５　地方交付税算定額、財政力指数の推移

（単位：千円）

基準財政収
入額A

基準財政需
要額B

普通交付税
（B-A)

財政力指数
（単年）

財政力指数
（3年平均）

地方交付税に係る全体的な情勢

平成23年 10,025,537 17,485,149 7,459,612 0.573 0.583 平成23年度 　雇用対策・地域資源活用推進費の創設。東日本大震災の被災団体に対する算定上の特例。

〃（算定替） 10,058,433 20,256,318 10,197,885 0.497 0.512

安曇野市 平成24年 10,384,541 17,627,591 7,243,050 0.589 0.574 平成24年度 　「地方再生対策費」と「地域活性化・雇用等対策」を「地域経済基盤強化・雇用等対策

〃（算定替） 10,417,508 20,409,819 9,992,311 0.510 0.501 費」に整理統合。東日本大震災分は別枠として整理。

平成25年 10,058,717 17,742,930 7,684,213 0.567 0.576 平成25年度 　地方公務員給与費削減に係る算定、「地域の元気づくり推進費」の創設、臨時財政対策債

〃（算定替） 10,091,371 20,594,059 10,502,688 0.490 0.499 の配分を全て財源不足方式に変更。

平成26年 10,328,171 18,164,768 7,836,597 0.569 0.575 平成26年度  地域の元気創造事業費の創設、及びこれに伴う行政改革インセンティブ算定の廃止、

〃（算定替） 10,360,021 20,749,644 10,389,623 0.499 0.500 臨時財政対策債振替相当額の算定に当たっては、財源不足額基礎方式で算定

平成27年 10,998,185 19,346,134 8,347,949 0.568 0.568 平成27年度  まち・ひと・しごと創生事業費の創設に伴う人口減少等特別対策事業費の新設費目と、

〃（算定替） 10,790,195 21,435,421 10,645,226 0.503 0.497 地域の元気創造事業費の増額。

※錯誤前、調整前の数値のため実際の交付額と相違する場合があります
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地方交付税算定額等の推移

※錯誤前、調整前の数値のため実際の交付額と相違する場合があります
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６　経常収支比率の推移

（単位：千円、％）

うち
経常
　一般財源

うち
臨時財政
　対策債等

経常一般財源充
当額

H23年 38,204,251 25,785,109 1,968,600 37,917,559 21,310,999 82.6%

H24年 37,876,335 24,773,890 1,620,000 37,096,844 21,380,088 86.3%

H25年 40,673,177 23,870,517 1,500,000 39,680,625 21,499,430 84.7%

H26年 43,587,572 24,377,667 1,700,000 42,376,000 22,121,862 84.8%

H27年 42,067,526 25,074,084 1,600,000 41,278,739 22,634,170 84.9%

※経常収支比率は、経常一般財源充当額÷経常一般財源（臨時財政対策債含む）による数値です。

　　　　　（単位：百万円）

比率分析

歳入決算額 歳出決算額
経常収
支比率

　臨時財政対策債は発行可能額まで借入れを行わず、起債残高の抑制に努めました。

　平成27年度決算では、市民税など地方税3億5,000万円の減収に対して、地方消費税交付金
などの譲与税7億8,000万円の増加で、経常一般財源は5億9,600万円の増加となっています。
　経常一般財源充当額は、庁舎総合管理業務7,800万円、福祉医療費扶助補助800万円、国民
健康保険、及び下水道事業等への繰出金3億8,100万円、公債費2,200万円など5億1,200万円の
増加となりました。経常収支比率算定の分母・分子共に増加し、前年比0.1%の増加となりま
した。

　また、市税の増加、普通交付税の増加により、経常一般財源が増加しました。

　一方、公債費の減少により、経常経費充当一般財源は、減額となった結果、経常収支

比率は、1.6％の改善が見られました。
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７　健全化判断比率の推移

年度 実質赤字比率連結実質赤字比率実質公債費比率 将来負担比率

- - 12.9 35.0

(12.09) (17.09) (25.0) (350.0)

- - 12.0 33.0

(12.07) (17.07) (25.0) (350.0)

- - 11.7 25.1

(12.04) (17.04) (25.0) (350.0)

- - 10.7 20.0

(12.05) (17.05) (25.0) (350.0)

- - 10.5 22.5

(12.00) (17.00) (25.0) (350.0)

備考

2　早期健全化基準は括弧内に記載

　

　健全化判断比率とは、平成19年度に成立した「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に
おいて、地方公共団体の財政の健全性を示すものとして定められた指標です。

1　実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債比率又は将来負担比率が算定され
　ない場合は「－」を記載
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８　財政規模と決算概要（ 普 通 会 計 ）

　

平成１７年国勢調査人口　Ａ

平成２２年国勢調査人口　Ｂ

住民登録人口（３月３１日） Ｃ

% % %

% % %

　産　業　構　造 　第１次 産 業

　第２次 産 業

　第３次 産 業

面　　積 　　　　　 Ｄ ㎢ ㎢ ㎢

 国   調　B/D

 住民登録 C/D

　歳　入　総　額（前年度対比）Ｅ 40,673,177 千円 7.4 % 43,587,572 千円 7.2 % 42,067,526 千円 △ 3.5 %

　歳　出　総　額（前年度対比）Ｆ 39,680,625 千円 7.0 % 42,376,000 千円 6.8 % 41,278,739 千円 △ 2.6 %

　歳入歳出差引額（形式収支）(E-F)Ｇ 992,552 千円 1,211,572 千円 788,787 千円

　翌年度へ繰越すべき財源　　 Ｈ 千円 千円 千円

　実　質　収　支   G-H  　　 Ｉ 千円 千円 千円

　単　年　度　収　支　　　　 Ｊ 千円 千円 千円

　積　　　立　　　金　　　　 Ｋ 千円 千円 千円

　繰　上　償　還　金　　　　 Ｌ 千円 千円 千円

　積　立　金　取　崩　額　　 Ｍ 千円 千円 千円

　実質単年度収支  J+K+L-M    Ｎ 千円 千円 千円

　基準財政需要額（前年度対比） 17,742,930 千円 0.7 % 18,164,768 千円 2.4 % 19,346,134 千円 6.5 %

　基準財政収入額（前年度対比） 10,058,717 千円 △ 3.1 % 10,328,171 千円 2.7 % 10,998,185 千円 6.5 %

　標準財政規模　（前年度対比） 25,594,201 千円 1.3 % 25,541,952 千円 △ 0.2 % 26,349,419 千円 3.2 %

　財　政　力　指　数 0.576 0.575 0.568

　実　質　収　支　比　率　 % % %

　経常収支比率　（臨財債除） (90.1) 84.7 % (90.7) 84.8 % (90.3) 84.9 %

　実 質 公 債 費 比 率（単年度） (12.0) 11.7 % (9.6) 10.7 % (10.1) 10.5 %

25.1 % 20.0 % 22.5 %

（前年度対比） 15,291,662 千円 6.3 % 14,955,438 千円 △ 2.2 % 15,163,744 千円 1.4 %

　地方債現在高　　（前年度対比） 37,726,847 千円 2.1 % 41,665,708 千円 10.4 % 42,080,828 千円 1.0 %

　翌年度以降の債務負担支出予定額 9,390,292 千円 △ 4.9 % 5,600,533 千円 △ 40.4 % 6,408,830 千円 14.4 %

△ 72,055

2.6

331.78

290.79人/k㎡

296.15人/k㎡

112,397

676,390

△ 104,736

425,208

392,527

平  成 ２７ 年  度

96,266人

96,479人

98,255人

0.22

△ 0.17

4,281人

13,713人

28,647人

3.1

430,446

781,126

△ 66,763

460,967

298,554

4,281人

13,713人

28,647人

331.82

290.76人/k㎡

296.62人/k㎡

平  成 ２６ 年  度

96,266人

96,479人

98,425人

0.22

△ 0.54

3.3

847,889

221,133

342,516

38,374

295,431

306,592

平  成 ２５ 年  度

98,959人

△ 0.31

298.23人/k㎡

144,663

96,266人

96,479人

0.22

4,281人

13,713人

95,650

項　　　目

（平成２２年国調）

人
　
口

人 口 増 加 率
国調(B-A/A)×100

住民登録人口

　人　口　密　度

一
本
算
定

　積立金現在高
(土地開発基金除く)

　将　来　負　担　比　率

331.82

290.76人/k㎡

28,647人
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人  口
0.2% 人

9.2% 11.4% 人
29.4% 31.8% k㎡

△ 0.2% 61.4% 55.6% 人

決 算 額 構成比 増減率 構成比 超　過 ○
11,712,855 27.8 △ 3.0 46.7 課税分

489,095 1.2 4.7 2.0 11,674,199 99.7 △ 3.0 70,500
18,734 0.0 △ 17.6 0.1 5,544,571 47.3 △ 5.3 70,500
52,330 0.1 △ 19.1 0.2 171,699 1.5 0.7
53,775 0.1 9.2 0.2 4,231,644 36.1 △ 0.4

1,833,286 4.4 66.9 7.3 250,863 2.1 △ 0.4
38,754 0.1 △ 1.5 0.2 890,365 7.6 △ 25.0 70,500
91,094 0.2 83.3 0.4 5,255,498 44.9 △ 1.3 ○
55,392 0.1 3.6 0.2 5,233,428 44.7 △ 1.3 ○

11,360,019 27.0 1.5 42.5 245,490 2.1 2.3 ○
普 通 交 付 税 10,645,226 25.3 2.5 42.5 628,640 5.4 3.3 ○
特 別 交 付 税 714,793 1.7 △ 10.3 0.0

25,705,334 61.1 2.4 99.7 660
14,943 0.0 0.4 0.1 ○ 0

259,502 0.6 39.7 0.0 38,656 0.3 △ 1.3 5
739,581 1.8 △ 13.1 0.1 38,656 0.3 △ 1.3
166,969 0.4 8.5 0.0

3,764,179 8.9 10.1 0.0
0.0

2,118,007 5.0 △ 4.7 0.0 合         計 11,712,855 100.0 △ 3.0 70,500 665
282,725 0.7 129.8 0.1
752,899 1.8 10,841.7 0.0 ○

1,087,292 2.6 11.2 0.0 ○ 1
1,211,572 2.9 22.1 0.0 ○ ○ 1
1,443,623 3.4 △ 4.7 0.0 ○ 1
4,520,900 10.7 △ 43.6 0.0 ○ ○ 1
1,600,000 3.8 △ 5.9 0.0 ○ 1

0.0 法人税割 ○ 25
42,067,526 100.0 △ 3.5 100.0 ○ ○

経常経費充当 Ａの充当
一般財源等 一般財源等

5,471,214 13.3 0.7 0.7 7.5 295,908

う ち 職 員 給 3,635,278 8.8 0.5 15.9 △ 15.3 4,066,849

5,677,263 13.8 △ 2.5 28.8 △ 0.9 6,656,356

4,437,123 10.7 △ 0.2 6.0 △ 9.4 2,148,117

元 利 償 還 金 4,436,049 10.7 △ 0.2 0.2 △ 7.9 17,889

一 時 借 入 金 利 子 1,074 0.0 △ 29.7 6.1 6.1 1,409,854

15,585,600 37.8 △ 0.7 5.4 40.4 884,747

6,008,990 14.6 △ 4.6 12.1 11.9 3,910,755

123,639 0.3 △ 26.0 3.3 △ 31.2 1,256,885

4,734,444 11.5 25.9 10.8 △ 5.4 2,942,859

うち一部事務組合負担金 1,761,971 4.3 △ 0.7 0.0 0.0
5,536,665 13.4 8.1 10.7 △ 0.2
1,295,600 3.1 116.3
1,056,626 2.6 △ 21.9

－ － －  経常経費充当 100.0 △ 2.6 23,590,219
6,937,175 16.8 △ 26.0     一般財源等計 法適用

う ち 人 件 費 135,983 0.3 △ 38.9 千円 の有無

普 通 建 設 事 業 費 6,937,175 16.8 △ 26.0  経常収支比率 17

　 う　 ち 　補　 助 2,083,083 5.0 118.0 ％
   う　 ち 　単　 独 4,854,092 11.8 △ 40.8 16

災 害 復 旧 事 業 費 0 0.0 ％
失 業 対 策 事 業 費 0.0  歳入一般財源等 8

千円 無 14
 ラスパイレス指数 有 19

41,278,739 100.0 △ 2.6

（H28.7.1現在） 増 減 率 区  分 22  年  国  調 17  年  国  調 22年国調

団 体 名
市 町 村 類 型 Ⅱ－１17年国調 96,266人

8,834 20 2207

平成27年度
22年国調 96,479人

産業構造・就業人口 人口集中地区人口
都道府県名

決   算   状   況 住民基本
台帳人口

28．3．31 98,255人 第１次 4,281人

増 減 率 第３次 28,647人
１－２27．3．31 98,425人 第２次 13,713人 16,484人 面　　積 331.78 長  野  県 安曇野市

5,928人 17年国調 8,672 あづみのし

地方交付税種地
28,861人 人口密度 290.8

平成26年度(千円)
区           分 経常一般財源等

区       分 徴収済額 構成比 増減率 基準税額×100/75
旧 新 産

地 方 税 42,067,526 43,587,572

歳入の状況  (単位:千円・％)  市町村民税の状況  (単位:千円・％) 指定団体等の指定状況

収
　
支
　
状
　
況

区            分 平成27年度(千円)

11,712,855 旧 工 特 歳 入 総 額
地 方 譲 与 税 489,095 法 定 普 通 税 42,376,000

788,787 1,211,572
配 当 割 交 付 金 52,330 個 人 均 等 割 168,624 山 振 翌年度に繰越すべき財源 112,397 430,446
利 子 割 交 付 金 18,734 市 町 村 民 税 旧 産 炭 歳 入 歳 出 差 引

低 開 発 歳 出 総 額 41,278,739

781,126
地 方 消 費 税 交 付 金 1,833,286 法 人 均 等 割 265,681 準 過 疎 単 年 度 収 支 △ 104,736 -66,763
株式等譲渡所得割交付金 53,775 個 人 所 得 割 4,605,567 過 疎 実 質 収 支 676,390

460,967
軽 油 ・ 自 動 車 交 付 金 91,094 固 定 資 産 税 5,114,167 中 部 圏 都 市 繰 上 償 還 金 0
ゴルフ場利用税交付金 38,754 法 人 税 割 969,807 辺 地 積 立 金 425,208

298,554
地 方 交 付 税 10,645,226 軽 自 動 車 税 243,581 都 市 計 実 質 単 年 度 収 支 △ 72,055 95,650
地 方 特 例 交 付 金 55,392      うち純固定資産税 市 町 村 圏 積 立 金 取 崩 額 392,527

区          分
職員数
（人）

給料月額(千円)
１人当り平均
給与月額(円)訳   鉱    産    税 農 工 導

内 10,645,226 市町村たばこ税 574,385 農 振

一
般
職
員
等

( 一 般 財 源 計 ) 24,990,541 特別土地保有税 財 政 再 建 一 般 職 員 等 205,787 311,800
交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 14,943 法 定 外 普 通 税 指 定 表 選 定   うち技能労務員 0 0
分 担 金 ・ 負 担 金 目 的 税 財 源 超 過 教 育 公 務 員 1,695 339,000

消 防 職 員
手 数 料 事 業 所 税 臨 時 職 員
使 用 料 33,582

内
 
訳

入 湯 税

国 有 提 供 交 付 金 水 利 地 益 税
国 庫 支 出 金 都 市 計 画 税

都 道 府 県 支 出 金 11,941,812 合      計 207,482 312,000
財 産 収 入 33,147  適用税率の状況 一 部 事 務 組 合 等 加 入 状 況

特別職等
定数
(人)

適用開始 1人当り平均
寄 附 金 年 月 日 給与月額(円)常 備 消 防

市
町
村
民
税

個       人       分 法       人       税 議員公務災害補償

諸 収 入 1,871 3号   130,000円 8号 1,750,000円 事務機械共同施設

うち減収補てん債特例分 12.1/100 ・ 11.3/100 後期高齢者医療事
務

伝 染 病 市 長 H22.3.29 928,000
繰 越 金 2号   120,000円 7号   410,000円 非常勤公務災害 じ ん か い 処 理 副 市 長 H22.3.29 768,000
繰 入 金

均等割 3,500円
均 等 割

1号    50,000円 6号   400,000円 退職手当支給事務

し 尿 処 理 教 育 長 H22.3.29 654,000
地 方 債

所得割
標準税率に対する
比率　　　　1.0

4号   150,000円 9号 3,000,000円 市町村税等滞納整
理

火 葬 場 議 会 議 長 H17.10.1 459,000
うち臨時財政対策債 5号   160,000円 老 人 福 祉 施 設 小 学 校 議 会 副 議 長 H17.10.1 383,000

中 学 校 議 会 議 員 H25.9.29 360,000

性質別歳出の状況  (単位:千円・％)  目的別歳出の状況  (単位:千円・％)
平成27年度 普通交付税(千円) 財政指標 指  数  等(％)

区       分 決算額

歳 入 合 計 25,074,084 固　定　資　産　税 1.4/100 交 通 災 害 共 済 そ の 他

人 件 費 4,987,015 4,986,676 18.7 議 会 費 295,908

構成比 増減率
Ａの内普通

財 源 等 支比率 建設事業費
構成比 増減率

充当一般 経常収
区       分 決算額 Ａ

基 準 財 政 需 要 額 19,346,134 実 質 収 支 比 率 2.6
基 準 財 政 収 入 額 10,998,185 財 政 力 指 数 0.568

標 準 税 収 入 額 13,925,275 経常一般財源比率 95.2
扶 助 費 2,148,798 2,148,798 8.1 民 生 費

3,205,107 - － 総 務 費 6,546,662 1,541,971
11,882,699 305,385 標 準 財 政 規 模 26,349,419 公債費 負担 比率 15.3

公 債 費 比 率 6.0
内 4,410,085 4,410,085 16.5 労 働 費 77,889 1,999 交 付 基 準 額 ( 算 定 替 ) 10,405,399 起 債 制 限 比 率 4.6
公 債 費 4,411,159 4,411,159 16.5 衛 生 費 2,469,691 20,776 交 付 基 準 額 ( 一 本 算 定 ) 8,347,949

訳 1,074 1,074 0.0 農 林 水 産 業 費
減 債 基 金 2,082,196   実質赤字比率 - 12.00

早期健全化基準

( 義 務 的 経 費 計 ) 11,546,972 11,546,633 43.3 商 工 費 2,244,704 394,577
基金現在高

2,527,698 857,246 財 政 調 整 基 金 5,147,062 健全化 判断 比率 健全化判断比率

1,816,447 特 定 目 的 基 金 7,934,486   連結実質赤字比率 - 17.00物 件 費 4,702,593 3,471,734 13.0 土 木 費 4,979,127
323,212   実質公債費比率 10.5 25.00維 持 補 修 費 84,459 84,459 0.3 消 防 費 1,357,523 172,037 (千円) 土 地 開 発 基 金

補 助 費 等 3,712,961 2,754,635 10.3 教 育 費 350.00
1,747,760 1,588,842 6.0 災 害 復 旧 費 0

債務負担行
為額(千円)
(翌年度以降
支出予定額)

物 件 等 購 入
4,459,715 1,826,737 定 額 運 用 基 金   将来負担比率 22.5

4,388,991 特定公共資金

繰 出 金 4,987,413 4,776,709 17.9 公 債 費

投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 0 － － 前 年 度 繰 上 充 用 金

12,644,629
積 立 金 528,901 － － 諸 支 出 金 そ の 他

4,437,123 保 証 ・ 補 償 130,000 地方債現在高 政 府 資 金

実 質 的 な も の 0 合     計 42,080,828
1,889,839 (千円) その他資金 29,436,199

市税の徴収率(％)
投 資 的 経 費 2,438,079

公
営
事
業
等
の
状
況

事      業      名 収  支  額
普通会計か

職  員  数

前 年 度 繰 上 充 用 金 歳 出 合 計 41,278,739 6,937,175

国
保
会
計
の
状
況

後 期 高 齢 者 医 療 16,002 1,124,935

療養給付費等精算額 △ 76,308千円
135,983 22,634,170 らの繰入額 交 付 金 精 算 額 △ 21,011千円

事業勘定再差引収支額 △ 1,713,563千円

滞納繰越分 24.9
565,010 84.9 老 人 保 健 医 療 加 入 世 帯 数 14,227世帯 計

市町村民税
現 年 分 99.2

2,438,079 国民健康保険（事業） 394,470 828,926 他会計からの繰入額 2,936,958千円
96.7

被 保 険 者 数 24,050 人 滞納繰越分 24.4
1,873,069  (臨財債を除いた場合) 介護保険 ( 保 険 ) 40,172 1,246,879   うち退職被保険者世帯数 839世帯

純固定資産税

現 年 分

現 年 分 99.1
上 水 道 257,719 165,627

　うち退職被保険者数 1,077 人 計 94.5
28,790,165 下 水 道 327,076 2,305,040

内
　
訳

98.8
90.3 介 護 保 険 ( ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ )

歳 出 合 計 28,001,378  (H27.4.1現在) 96.7%

一世帯当り保険税調定額 181,807 円 
計

被保険者一人当り費用 307,726 円 

被保険者一人当り保険税調定額 107,550 円 滞納繰越分 24.6
計 95.8
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